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2011年県人事委員会勧告

不当にも現給保障の廃止を勧告！月例給は55歳超のみ引き下げ！
給料表は改定せず、マイナス較差（439円）分を55歳超の職員で一律削減、一時金改定なし

県人事委員会は10月19日、県議会議長と県知事に対して、2011年の「職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告」を行いました。

勧告の中で問題なのは、現給保障廃止です。

「現給保障」は、2006年の給与構造改革時に給料表の切替えが行われ、給料月額が平均4.8％引き下げられることに伴い、「勤務条件の不利益変更」を回避するための方策として、給与構造改革後の給料月額が、給与構造改革前の金額に追いつくまで、その差額を保障するものです。

　「勤務条件の不利益変更」である以上、給料表額に追いつくまで、「現給保障」されるべきものです。

　ところが、県人事委員会は、「神奈川でも、高齢層の給与は民間と乖離している。現給保障は『激変緩和措置』であり、現在の経済状況では、現給保障額は当面解消できない」との理由で廃止を勧告しました。

　これは明らかに論理のすりかえです。「激変緩和」ならば、6年前の勧告でそう明記すべきであり、それに基づいた労使交渉ができたはずです。

　自治労県職労は、県職員の労働基本権制約の代償機関としての役割を放棄した、このような人事委員会の姿勢を強く非難するとともに、県労連に結集し、今期確定闘争を全力で取り組みます。

勧告のポイント
○　月例給は引下げ、期末・勤勉手当は改定なし

～平均年間給与は△7千円（△0.1％）

・月例給の公民給与較差は△439円（△0.11％）

　・給料表の改定は見送り

　・50歳台後半層の職員の給与を減額

　・期末・勤勉手当の支給月数は、民間の支給月数と均衡し、改定の必要なし

○　給与構造改革における経過措置を廃止
報告及び勧告の内容
１　本年の給与改定

(1)月例給（給料表）

・給料表の改定は見送り
・50歳台後半層の職員の給与水準是正のため、国との均衡を基本に、本県の実情を考慮して、給与抑制措置を実施※１
　公民の給与比較

	職員の給与(A)
	民間の給与(B)
	（B）－（A）

	412,475円
	412,036円
	△439円／△0.11％


(2) 期末・勤勉手当

・職員の期末・勤勉手当の支給月数は、民間の特別級の支給月数と均衡がとれていることから、改定の必要なし
	職員の支給月数(A)
	民間の支給月数(B)
	（B）-（A）

	3.95月
	3.95月
	0.00月


注　民間従業員の支給月数は、昨年8月から本年7月までの実績である3.97月について、国と同様に0.05月ごとの区切りとなるよう小数点以下第2位で二捨三入し、3.95月とした。
(3)実施時期等

・給与改定を実施するための条例の公布日の属する月の翌月の初日から実施
・公民給与を年間で均衡させるため、本県の公民較差に基づく所要の調整措置が必要※２
２　給与制度の改正等

(1)給与構造改革の取組
・平成18年度から取り組んできた給与構造改革について、給料表の見直し、地域手当の導入など、当初予定していた施策の導入・実施は、平成22年度をもってすべて終了

・今後は、その成果について、国や他の地方公共団体の動向にも留意しながら、適時検証を行っていくことが必要

(2)給与構造改革における経過措置額の廃止
・給与構造改革の一環として行われた、給料表の切換えに伴う経過措置額は、国との均衡を図るため、廃止することが適当

・廃止に当たっては、経過措置額を受給している職員の状況が国とは異なる本県の実情を考慮することが必要※３
(3)その他
高齢層における昇格、昇給制度の見直しについて、今後の国の検討状況に留意しつつ、本県の実情を踏まえ、検討することが必要

３　公務運営

(1)人材の確保、育成
ア　多様で有為な人材の確保

　任命権者と連携して、県行政に携わることの魅力について、情報発信するとともに、採用試験制度の新たな取組など、多用で有為な人材を確保するための方策について研究・検討

イ　職員の意欲・能力を活かす人事制度
　「新しい人材育成マスタープラン」に掲げる取組については、絶えず検証・評価を行い、見直しを進め、職員の意欲･能力を活かす人事制度とすることが重要

 (2)勤務環境の整備
ア　総実勤務時間の短縮

　組織全体で業務のあり方の見直し及び業務プロセスの改善を重ねていくなど、総実勤務時間の短縮に向けた取組みを強力に推し進めていくことが必要

イ　子育てを行う職員の支援

職員が安心して子育てができる職場環境づくりに努めることが重要であり、男性職員の育児休暇取得に向けて国家公務員における措置を踏まえ、育児休業取得促進のための措置を検討することが必要※４
ウ　健康管理対策

特にメンタルヘルスについては、セルフケアやラインによるケアを促進するために、研修や情報提供、専門スタッフによる相談体制の充実に取り組んでいくことが必要

 (3)公務員制度をめぐる諸課題
ア　公務員の労働基本権

　地方公務員の労使関係制度について、国における検討状況を注視し、状況に応じた本県としての対応を検討することが必要

イ　高齢期の雇用問題
高齢期の雇用問題について国の動向を踏まえ、定年の引上げに伴う人事・給与制度の諸課題の検討に当たっては、県民の理解、組織活力の維持、多様な働き方の実現などの観点に立ち、本県の実情を踏まえ、取り組んでいくことが必要

解　説
※１：月例給はマイナス較差ですが、給料表の改定はせず、全体の平均較差439円に見合う率を、55歳超の職員の給与から減額するとの内容です。

行政職員は9,813人、そのうち55歳超の職員は1,441人であり、勧告どおり実施した場合は、55歳超職員に大きな負担となります。

※２：「年間での均衡」ということで、マイナス分を4月に遡って、マイナス対象者が12月の一時金で減額するとの意味です。

※３：「現給保障の廃止」については、国の勧告では、廃止時期や方法を明示していますが、県人事委の勧告では、廃止時期や方法については、「国とは異なる本県の実情を考慮」して、労使交渉で決めてほしいとの内容です。

※４：国の勧告でふれられた、１か月以内の育児休業取得者の期末手当を減額しない措置。
県人事委員会勧告に対する県労連声明

県人事委員会は10月19日、県内企業の給与実態調査に基づき、①全職員を対象とした公民給与の平均較差を解消するため、0.11％（439円）を引き下げる。②格差の解消にあたっては、僅差であることから給料表を改定せず、公民格差が大きい55歳超の職員を対象に給与抑制措置を講じ、年間給与での均衡を図るため所要の調整を要する。③給与構造改革に伴う現給保障額について、国との均衡を図るため、本県の実情を考慮しつつ廃止することなどを中心とした勧告・報告を行った。

我々県労連は、適正な給与比較を前提に、県人事委員会の主体性・客観性を発揮した勧告を求めてきた。

しかし、今回の勧告内容は３年連続となる月例給の引下げであるばかりか、公民比較を反映したものとはいえ、55歳という「年齢」のみで線引きをされた給与抑制措置は、職務内容と実態を無視したものであり、極めて不満な内容と言わざるをえない。

また、給与構造改革に伴う現給保障制度については、給与構造を見直す際の前提条件として確立してきたにもかかわらず、国への追随を理由として廃止を勧告されたことは、県職員の多くが給与構造改革に伴う現給保障を未だに受給せざるを得ない実情から乖離しており、容認することはできない。

昨年に勧告･報告された自宅に係る住居手当に続き、事情の異なる国の動向等を根拠とした廃止の勧告は、生活への影響のみならず職員の士気に与える影響は計り知れない。

職員の給与水準は、地域労働者の賃金水準に大きな影響を与えるばかりでなく、ひいては地域経済への影響も懸念される。

また、労使による主体的な交渉によって真のワークライフバランスを可能とする労働環境を整備することは、県に働く職員の生活改善はもとより、県下の多くの労働者、県民の生活改善に大きく寄与するものであり、2011賃金確定闘争を取り組むにあたり、極めて重要な意義を持っている。

県労連は「労働条件は労使の合意で決める」という基本的姿勢を貫き、課題解決に向けて全力で取り組む決意を表明する。

2011年10月19日　

神奈川県職員労働組合連合協議会（県労連）
2011確定闘争日程

○10月24日（月）県労連要求提出交渉

○10月26日（水）県労連要求回答交渉

○10月28日（金）第1回幹事団交渉

○11月 1 日（火）県労連支部代交渉

　　　　　　　　　　報告集会　17時30分　本庁舎前
　　　　　　　　　　自治労県職労決起集会

　　　　　　　　　　18時30分～　自治会館601

○11月 4 日（金）第2回幹事団交渉

○11月 7 日（月）県労連総決起集会

　　　　　　　　　　18時30分～　関内ホール
○11月 9 日（水）第3回幹事団交渉

○11月14日（月）第4回幹事団交渉

　　　　　　　　　　自治労県職労拡大評議委員会

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































